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4.4 震災対応のまとめ 

東日本大震災における日本水道協会を中心とした応援活動の動きは以下のようであった。

（詳細は表 4.39～表 4.43 の東日本大震災対応経過を参照） 

 

＜応急給水等の応援態勢の構築経緯＞ 

 厚生労働省水道課において、「地震等緊急時対応の手引き」（以下「手引き」という。）

の適応状況を中心に日本水道協会等から聴取したものを以下にとりまとめた。 

 

１ 初動体制 

 地震・津波被害の大きさを考慮し、全国の水道事業者から、体制が整い次第、具体的な

応援先が決まらない状況で東北地方に向けて順次出発。日本水道協会からは、水道事業者

に向け、移動過程において応援先を伝達することとした。 

 

２ 先遣調査隊（日本水道協会） 

 日本水道協会救援本部として先遣調査隊を、岩手県盛岡市(3 月 15 日～4 月 8 日)、宮城

県仙台市(3 月 11 日～4月 27 日)、福島県郡山市(3 月 13 日～3月 31 日)に派遣した。 

 

３ 情報連絡調整担当水道事業体 

 「初動体制」にあるように、被災が広域にわたるとともに、甚大な被害によって通信の

遮断等が生じ、被災状況の詳細が分からない状況であったため、地方支部長都市等は、東

北地方支部長の仙台市に集まる形となった。この場において、各県ごとの応援地方支部を

割り当てることが合意され、次項の地域割りとなった。 

 

４ 被災三県の地方支部ごとの地域割り 

 ３月１３日に、仙台市に駐在していた日本水道協会先遣調査隊、各事業者等の話し合い

の結果を踏まえ、日本水道協会本部が以下のように決定。 

・宮城県 

 既に実質的な活動を開始していた中部地方支部と、東北地方支部に隣接する北海道地方

支部とした。 

・福島県 

 （関東地方支部内である）茨城県、千葉県が液状化等で相当の被害であったことから、

隣接する関東地方支部とするとともに、移動距離を短くする目的で、九州地方支部とした。 

・岩手県 

 残る関西地方支部と中国四国地方支部に岩手県を担当してもらうこととした。 

 

 なお、東京都は、仙台市の応援に入っているが大都市応援協定に基づき仙台市のみを対

象に行っているもの。同様にさいたま市が石巻企に入っているが（埼玉県南企業団時の）

企業団協定に基づくもの。このような事業者ごとの応援協定などに基づくほかに、移動途

中からの給水活動の開始など、上記の地域割り以外の応援も存在する状況となった。 
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５ 水道給水対策本部・幹事応援水道事業体 

（１）水道給水対策本部 

 手引きにおいては、水道給水対策本部は、被災事業者単位で置かれることを想定してい

るが、今回、震災規模の大きさから、岩手県、宮城県においては、結果的に県単位で置か

れた様な形となった。岩手県については、県庁、盛岡市と関西地方支部（支部長都市（大

阪市））・中国四国地方支部（支部長都市（広島市））が調整の上運用していくこととなっ

た。宮城県については、仙台市の対応は、仙台市と大都市応援協定による札幌市が支部長

の北海道地方支部と、同じく同協定による東京都が調整しつつ対応、仙台市を除く宮城県

内については、中部地方支部（支部長都市（名古屋市））が中心となって対応した。 

 

（２）幹事応援水道事業体 

 手引きにおいては、幹事応援水道事業体は、被災水道事業者内の区域ごとに置かれるこ

とが想定されるものとなっていたが、今回は、水道給水対策本部が被災水道事業者単位で

は無く、県単位で置かれた様な体制となったのと同様、幹事水道事業体も、被災水道事業

者内の区域毎に置かれるのではなく、被災水道事業者毎に置かれた様な形となった。なお、

応援活動の実施形態としては、専属的に１つの被災水道事業体に関与する場合と、複数の

被災水道事業体を応援する場合があった。（下表参照） 

 

 ●日本水道協会の正副会長･地方支部長・全国地区理事都市の応援先 

応援水道事業体 主な応援先 

 札幌市         仙台市･石巻（企） 

  仙台市         石巻（企）･多賀城市・南三陸町 

  東京都         仙台市・いわき市・稲敷市 

  横浜市         郡山市・いわき市・矢板市・千葉県 

  名古屋市       仙台市・石巻（企）･富谷町 

  新潟市         仙台市･石巻（企）･大崎市・利府町 

  大阪市         陸前高田市・大船渡市・茨城町 

  豊中市         宮古市･大船渡市・陸前高田市 

  京都市         大船渡市・陸前高田市・利根町 

  神戸市         大槌町・千葉県 

  広島市         行方市・釜石市・石巻（企）・南三陸町 

  岡山市         仙台市 

  福岡市         山元町 

 

６ 支部長代行の適用 

 宮城県支部長である石巻広域水道企業団が津波による甚大な被害を受けており、当企業

団の申し出により、宮城県支部長の震災時業務である県内の応援態勢の調整を石巻企とも
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調整しつつ名古屋市が代行することとした。 

 東北地方支部長である仙台市についても断水被害等が甚大であったことから、東北地方

支部長の震災時業務である東北地方内の応援態勢の調整を、日本水道協会救援本部が仙台

市に在中した先遣調査隊（後の現地救援本部）と調整のもと、代行することとした。 

 仙台市からの申し出もあり、４月当初から県支部長業務については、仙台市が名古屋市

から引き継ぐ形で徐々に仙台市に移行した。地方支部長業務代行についても４月２７日を

もって日本水道協会が仙台市から現地救援本部を引き上げ終了している。 
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